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始めに ＢＳＥ対策 

英 国 で は 1986 年 に 牛 海 綿 状 脳 症 （ Bovine Spongiform 

Encephalopathy、以下ＢＳＥ）が発生し約18万頭の牛が発症、

現在なお毎年1000頭近い感染牛がでている(1)。ＢＳＥは世

界各国にも飛び火をしたがその数は英国に比べるとわずかで、

最も多いアイルランドでも1325頭と英国の1/100以下、以下フ

ランスで849頭、ポルトガルで835頭、スイスで450頭、スペイン

で365頭、ドイツで295頭、ベルギーで121頭などである(2)。こ

のように、ＢＳＥはほとんど英国に限局した牛の病気だ。 

ＢＳＥの原因は異常プリオンタンパク質（以下プリオン）で、

感染牛の脳や脊髄などの「危険部位」に蓄積する。これを含

む肉骨粉を牛に与えると20頭に１頭の割合で発症する。英国

では1988年に肉骨粉を全面禁止し、この対策が功を奏してピ

ーク時の1992年には年間3万6千頭も発生したＢＳＥは1995年

頃から急速にその数を減らした。2002年まではまだ年間1000

頭程度の感染牛が見つかっているが、これは英国全土に広

がった汚染肉骨粉がまだ残っているためか、ＥＵに輸出され

た汚染肉骨粉が英国に還流したためであり、これがなくなれ

ばＢＳＥは終結するはずである。 

 牛の病気であるＢＳＥが大きな問題になったのは、1996年に

英国ドレル保健相が新型ヤコブ病（new variant Creutzfeldt- 

Jakob Disease）の原因がＢＳＥである可能性を認めたときから

だ。現在までに世界で148名の新型ヤコブ病患者が発生した

がそのうち137名は英国であり、残りの11名も英国在住歴があ

るか、英国の汚染食品を食べていたと考えられている。したが

って新型ヤコブ病もまた英国に限局された病気といえる。 し

かし、致死性の新型ヤコブ病がBSEと同じように急速に広がる

のではないかという恐怖感が英国だけでなく世界中に広がっ

た。ＥＵでは1999年に新しい欧州委員会を発足させて保健・

消費者保護総局を設置、フランスでは1999年に食品安全庁

を、英国では2000年に食品基準庁をそれぞれ発足させるな

ど、各国において消費者保護を中心においた食品安全行政

の大幅な見直しが行われた。我が国でも2001年9月に最初の

ＢＳＥが発見され、その対策の不手際が厳しく批判された結

果(3)、2003年に消費者保護を謳って新しい食品安全基本法

が制定され、内閣府食品安全委員会が発足したことは記憶

に新しい(4)。そして2003年にカナダと米国において１頭ずつ

の感染牛が発見され、日米間の「安全と安心」に対する考え

方の違いから貿易問題に発展している。以下、ＢＳＥ問題に

関連して、リスク分析の立場から世界と日本の食品安全につ

いての考え方の違いについて振り返ってみたい。  

このような経緯から国際獣疫事務局（ＯＩＥ）は肉骨粉を使

用する際には牛用飼料に混入しない措置をとるように勧告し、

ＥＵ各国は肉骨粉を禁止した。我が国は勧告に従って1996

年に肉骨粉を牛に与えることを禁止したが、罰則のないこの

規定が厳しく守られることはなかったために少数の ＢＳＥが発

生した。米国とカナダも1997年に肉骨粉を牛に与えることを

禁止している。これらの国において肉骨粉そのものを禁止し

ない根拠が、2001年のハーバード大学によるＢＳＥリスク分析

(5)である。これによれば米国でＢＳＥが発生する可能性は低

いが、仮に500頭の感染牛が発生し、その危険部位が肉骨粉

になり、その一部が肉骨粉給与禁止規制の目を逃れて牛に

与えられたとしてもＢＳＥの再発生は少数にとどまり、20年程

度でＢＳＥは消滅するという。要するに危険部位を含む肉骨

粉を「ほぼ」禁止すればＢＳＥは消えるはずである。 

 

新型ヤコブ病対策 

 新型ヤコブ病の原因もまたプリオンが蓄積する「危険部位」

を食べたことであり、とくに牛の脊椎周囲に付着した肉を機械

的に圧力をかけて分離回収した「機械回収肉」を使ったハン

バーグなどのひき肉製品が原因といわれる。機械回収肉には 
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後根神経節などの神経組織が含まれ、さらに脊髄の一部も

混入する可能性があり、これにプリオンが含まれていた。EU

各国は脳や脊髄と共に機械回収肉も禁止し、カナダ、米国

は国内でのBSE発見を受けてこれを禁止した。日本は以前か

ら機械回収肉は使っていない。 

 牛から人へのプリオンの伝達は「動物種の壁」のために極め

て稀である。英国では18万頭ものBSE発症牛が見つかったが、

これらの牛は病死し、その肉は処分された。しかし、その影に

は多数の未発症の感染牛がいる。世界保健機構（WHO）の

推定では、英国において未発症のＢＳＥ感染牛が約100万頭

あり、その半数以上が食用になった(6)。当時は危険部位を

除去していなかったので137名の新型ヤコブ病患者が発生し

たのだが、この割合で行くと、危険部位を除去しない感染牛１

頭が食用になったときの新型ヤコブ病発生の確率は1/2000

億になる。ＢＳＥが発見されるまでの日本では、最大で数十頭

の危険部位を除去していない感染牛を食べてしまったかもし

れないが、英国の例から考えて、日本で発生する可能性があ

る新型ヤコブ病患者は0.05人。ＢＳＥ発見後は危険部位を除

去しているので、仮に牛肉に0.１％の危険部位の汚染があっ

たとしても確率は1/200兆に減少し、いまだに毎年1000頭程

度のＢＳＥ牛が発生している英国でさえ新たな新型ヤコブ病

患者が発生する可能性は0.0003人である。危険部位の除去

により新型ヤコブ病感染の危機は去ったといえる。 

 

サーベイランス体制 

 OIEの勧告では、各国にＢＳＥが存在するのか、どの程度広

がっているのか、BSE対策が有効であったのかなどを知るため

に、ＢＳＥを疑わせる神経症状を示す牛の検査と、病気・事故

による死亡牛、緊急・通常と殺牛から任意抽出した牛の検査

を実施すること、これに加えて生後30ヶ月以上の健康牛１万

頭から10万頭につき１頭の割合で検査をすることになってい

る。検査の目的はＢＳＥの広がりを知るためであり、安全の確

保のためではないので、この程度の数でも十分なのである。

ただし、多くのBSEが発生したEU各国では消費者の「安心」

のために30ヵ月以上の食用牛をすべて検査をしている。 

 

米国の対策 

2003年5月にカナダで(7)、12月には米国で(8)それぞれ１

頭のＢＳＥ感染牛が発見された。米国の例はカナダからの輸

入牛だった。牛肉消費量の1/4以上を米国に依存する我が

国は直ちに輸入禁止措置を取ったものの、牛肉不足の影響

が現れつつある。米国は新型ヤコブ病対策を強化し、2003年 

12月末に次のような対策を発表した（8）。 

１）歩行困難な牛の食用禁止。 

２）ＢＳＥ検査中の肉は陰性が確認されるまで流通停止。 

３）空気注入気絶法の禁止。 

４）生後30ヶ月以上の牛の危険部位の除去と機械回収肉

の禁止。 

すでに実施している牛への肉骨粉の給与禁止は調査した

施設の99％で守られ、少数の違反施設も記帳などの手続き

違反だという。ＢＳＥリスク評価によれば、調査から漏れた小規

模農家において禁止措置の遵守が徹底していなくてもＢＳＥ

の蔓延は防止できる。 

米国では毎年約3600万頭の牛を屠殺しているが、そのサ

ーベイランス体制はＯＩＥの基準に従うもので、病気や怪我や

高齢で死亡した牛（downer）を中心に2002年には約2万頭 

（2001年までは5200頭）のＢＳＥ検査を行い、今後はこれを4

万頭に増加する。米国でＢＳＥが見つからないのは検査頭数

が少ないためという批判もあったが、米国政府はこの検査体

制で十分と主張し(9)、実際にこの体制によりＢＳＥが発見され

た。BSE発見を受けて米国の対策を調査した国際諮問委員

会は、追加措置として30ヶ月以上のdownerの全頭検査を1年

間に限って行うことと、健康牛の抜き取り検査を勧告した(10)。

ちなみにスイスでは年に80万頭の牛を屠殺するが、そのうち1

万4000頭のdownerのみを検査し、ドイツでは生後24ヶ月以上

の牛はすべて、フランスは24ヶ月以上（本年7月から30ヶ月以

上に変更の予定）、英国では30ヶ月以上を検査対象にしてい

る。わが国では年齢に関係なく食用にされる年間120万頭の

牛すべてを検査し、昨年4月からはdownerの検査も開始した。

その費用は検査試薬だけでも年間数十億円である。米国や

スイスと比べて日本とEUで厳しい検査体制をとっているのは

「安心」のためである。新型ヤコブ病対策は危険部位の除去

で十分であるが、それでも不安に思う人はＥＵにもいるのだろ

う。ＦＡＯは最近、消費者の安心のためには生後30ヵ月以上

の牛をすべて検査することも有効だとして、EUの方針を追認

している(11)。しかし、来日した国際諮問委員会のキム委員

長とマクダーミッド委員は、新型ヤコブ病のリスクが著しく小さ

い米国では、全頭検査ではなく毎年多くの患者や死者がで

ている食中毒対策に費用を使うほうが合理的だとも述べてい

る。 
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他方、2001年に米国会計検査院は、米国が危険部位を食

用にすることを禁止していないので人の健康に危険が及ぶ可

能性があることを指摘している(12)。これに対して農務省は

「脳や脊髄を食用にしても、もともとＢＳＥがないのだから新型

ヤコブ病に感染する可能性はない」と反論した(13)。しかし、

今回のＢＳＥ発見後に、感染の危険性がある30ヵ月以上の牛

の危険部位の食用は禁止された。 

 カナダではかつて英国からＢＳＥ感染牛を輸入し、これが発

症したことがあり、2例目が国内での感染である。そのＢＳＥ対

策は米国とほとんど同じであり、ＦＡＯはカナダでのＢＳＥ監視

と診断体制が十分に機能しているためにＢＳＥ感染牛が発見

できたとして評価している(14)。また、米国でのＢＳＥ発見を受

けて、その検査頭数は現状で十分であると評価し、以下のよ

うに述べている(15)。「ＯＩＥはＢＳＥの症状を示す牛に加えて

生後30ヶ月以上の牛１万頭から10万頭につき１頭の牛を検

査するように勧告をしているが、オーストラリアは年間約400頭、

カナダは約3000頭、米国は約2万頭を検査し、すべてＯＩＥの

基準を上回っている。」 

 

日本と米国の違い 

ＦＡＯ発表の “ＢＳＥ case in Canada should not cause 

panic”（カナダのＢＳＥはパニックを起こすようなものではない）

という見出しに、日本への皮肉を感じた人は多い。それは、 

2001年以来ＢＳＥが発見されたいくつかの国で、世界を驚か

せるようなパニックが起こったのは日本だけだからである。例

えばカナダでは牛肉生産量の80％を占める輸出ができなくな

ったことによる経済的損失は大きく報道しているが、牛肉の安

全性について心配する記事はほとんどなく、国内の牛肉消費

量は減っていない。米国もほぼ同様である。ＢＳＥ発見以前の

日本は米国やカナダと同程度の対策を講じていたが、ＢＳＥ

発見後にはパニック対策もあってＥＵ各国以上に厳しい若牛

を含む全頭検査を実施した。 

それから２年後に発生した米国のＢＳＥに対して、国民の反

応も政府の対策も当時とは少し変わった。多くの国民は牛肉

に以前ほど強い恐れを持たず、牛丼チェーンや牛タン料理

店の客足もそれほど減っていない。むしろ牛丼がなくなること

を惜しむ声もある。またＢＳＥ発生前に輸入した米国産牛肉は、

国産牛で行っているような検査をしていないにもかかわらず、

厚生労働省は「脳や脊髄など感染リスクの高い特定部位が

混入している恐れがない限り感染のリスクは高くない」として回

収を求めず、国民もこれを拒否しなかった。この措置とは矛盾

するのが輸入再開の条件としている「若牛を含む全頭検査」

である。検査はＢＳＥの広がりや対策の効果を調べることが目

的であり、国際基準では「生後30ヶ月以上」の牛の「抜き取り

検査」で十分である。 

日本でこのような全頭検査を開始した経緯を振り返ると、Ｂ

ＳＥ発見直後に厚生労働省はＯＩＥ基準を上回るＥＵ並みの

措置として、生後30ヵ月以上の牛を「すべて」検査することに

していた。しかし報道によれば自民党が「風評被害を防ぐ対

策が必要」として坂口厚労相に申し入れたほか、武部勤農相

も「検査した牛肉としていない牛肉が並ぶことは消費者に不

安を与える」として全頭検査の必要性を繰り返し表明し、その

結果、消費者の不安を解消するために若牛を含む全頭検査

に踏み切った。そして、その後検査があたかも「安全確保の

切り札」であるような伝説に変わっていったことはご存知のとお

りである。 

科学的には根拠がないものの、このような措置により狂乱と

もいうべきＢＳＥパニックが収まったのだから、「若牛を含む全

頭検査」にはそれなりの意味があったといえよう。しかし、この

ような国際的には通用しない国内向けの対策を、科学的根

拠を重視する米国やカナダにも押し付けようとするところに牛

肉輸入再開交渉の難しさがある。そして、その根底には食の

安全と安心を巡る基本的な考え方の違いがある。 

 

ゼロリスクの夢と費用の計算 

食の安全について消費者に質問をすると、ほとんどの人は

「少しでも危険なものは食べたくないし、そんなものを売るのは

間違っている」と答える。もちろん私自身もそう答えたい。この

ような「ゼロリスク」の考え方に立つと、食品を「危険なもの」と

「安全なもの」に二分することになる。そして安全なものには規

制担当官庁が「安全マーク」を貼り、危険なものは回収と廃棄

を命じ、生産を禁止する。単純明快で分かりやすく、そうある

べきだと誰もが感じる。「若牛を含む全頭検査」はこのような考

え方に基づくもので、国が「検査をした結果、合格」という「お

墨付き」を出し、国民は「それならＢＳＥではないから安全で安

心」と納得する。見事なゼロリスクの構図である。 

しかしこの話には落とし穴がある。検査でBSE感染が発見さ

れる牛の大多数が生後30ヶ月以上だが、これは年をとってか

らBSEに感染する牛が多いためではない。多くは子牛のとき

に感染するのだが最初はプリオンの量が少なく、長い年月を
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米国とカナダではリスクの概念を取り入れて科学的な対策

を立てているが、そんな米国もかつてはゼロリスクの夢を追っ

ていた。その一例が「禁酒法」である。1920年に制定されたこ

の法律は多くの敬虔なクリスチャンが推進し、アルコール中毒

や犯罪を減らして安全な社会を作るという崇高な目的を持っ

ていた。しかし、酒を禁止した結果、アルコールに飢えた人た

ちは闇ルートに走り、これがギャングの資金源になって犯罪が

劇増した。いわゆる Roaring Twenties（狂乱の1920年代）で

ある。そして法律の弊害が誰の目にも明らかになった1933年

に廃止された。もうひとつは1958年に米国連邦食品医薬品

化粧品法に加えられたデラニー条項で、動物試験で発がん

性が認められた物質の食品使用を全面禁止したものである。

これもまた、健康保護の観点からは画期的な条項だった。し

かし、検査技術の発達とともに、多くの化学物質は量が多け

れば動物にがんを起こす可能性があることが分かり、実際の

使用量は発がんの恐れがない極めて少量であってもその物

質は使用できないことになるなどの不都合が生じた。そして19

96年の食品品質保護法の成立とともに廃止されて、食品の

安全確保の方法は「ゼロリスク」から「リスク分析」へと移行した

のである。 

掛けて次第に危険部位で増加・蓄積し、ついに発症するので

ある。しかし、プリオン検査の感度がそれほど高くないために、

検出限度以上のプリオンの蓄積がない場合にはこれを検出

できず、検査結果は白になる。例えばプリオンが100あれば黒

だが99なら白である。だから「検査結果が白」ということは「BS

Eに感染していない」ことを必ずしも意味しないのだ。ひょっと

すると我々は検出限界をわずかに下回る感染牛を食べたか

もしれない。しかし、危険部位さえ除去すれば新型ヤコブ病

になる恐れはない。また危険部位でさえ十分量のプリオンが

蓄積していないし、そもそも感染の可能性は非常に低いのだ

から食べても安全だろう。 

「BSEにはまだ分からないところがたくさんあるから怖い」と

いう声もある。確かに「わからない」ということが私たちの不安を

大きくする。例えば最近、これまでとは違った型のプリオンが

見つかっている。また、生後24ヶ月以下の牛にもBSEが見つ

かった(16)。さらに、BSEの感染経路の特定は世界のどこでも

困難であり、米国も感染の可能性がある牛の動きをつかみき

れないままに調査を完了した(9)。もちろん科学の進歩のため

には研究を続けて謎の解明に努力することが必要であるが、

新型ヤコブ病が発生する確率はきわめて低く、危険部位の完

全除去という対策をとればその可能性はさらに低くなるという

事実は変わらないのだから、まだ分からないことがあるといっ

て怖がる理由はない。 

安全の確保には費用がかかるが、ゼロリスクの基本にある

のは「人の健康と生命は何よりも重要であり、費用の多寡など

は考えるべきではない」という考えである。至極もっともであり

多くの共感を得るが、あるリスクをゼロにするために無限の費

用をかけることは不可能である。さらにリスク管理のための規

制を100％守らせることもむずかしく、結局はリスクが発生する。

それでは、どの程度のリスクなら受入れられるのか。費用と効

果のバランスをどこにおくのか。これらの点についての合意を

得ておくことが重要であり、これがないと小さなリスクに大きす

ぎる費用をかけたり、逆に費用の点から大きなリスクを放置す

ることにもなる。そのためにすべての関係者（stakeholder）が

話し合いを持つリスク･コミュニケーションが行われるのだが、

ほとんどの場合「ゼロリスク」と「費用対効果」の争いとなり、合

意を得ることは簡単ではない。これまでに450頭ものBSEが発

生しながら、食用牛の全頭検査は費用に見合う効果がないと

して30ヶ月以上の牛の抜き取り検査しかしていないスイスの

例は、国際諮問委員会委員長も務めたスイス連邦獣医局長

キム博士の科学的な判断に基づく政治家の説得と消費者へ

の継続的なリスク・コミュニケーションの努力の成果である。わ

が国においても遅ればせながらこのようなリスク・コミュニケー

生後24ヶ月以下の感染牛が見つかったのだから、少なくと

も20ヶ月以上の牛は全頭検査すべきとの意見もある。しかし

検査はBSE対策の効果を知るためであって安全のためではな

いので、理論的には30ヶ月以上の牛の抜き取り検査でも十分

である。しかも検査で白黒を決められないのだから安心につ

ながるはずがないのだが、その事実がなかなか受入れられな

い。「検査しないということは、BSE感染牛の肉を食べろという

ことなのか」という苦情がでる。そして「感染牛の危険部位が

少しでも付着していたらどうなる」というお叱りになる。しかし、

未だに毎年1000頭ものBSEが発生している英国でも危険部

位の除去により新型ヤコブ病は沈静に向かっている事実があ

り、まして数十頭程度しか感染牛がいないと推定される日本

や米国では、新型ヤコブ病にかかるリスクはほとんどゼロであ

ることはすでに述べたとおりである。ところが一旦染み付いた

新型ヤコブ病への恐怖が、TVで繰り返し流されたBSEを発病

してよろめいている牛のイメージと重なり、その悪夢からは覚

めるのは簡単ではない。 
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ションを直ちに開始すべきであろう。 

 

終わりに 

米国は十分なリスク管理を行っていたが、唯一の読み違い

は、日本を始め多くの牛肉輸入国がたった１頭の輸入ＢＳＥ

牛にこれほど大きな反応を示すことを予測していなかったこと

だろう。日本は米国に対して年3500万頭の食用牛すべてを

対象に全頭検査を求める方針を決めた。その検査費用は日

本への牛肉輸出の総額を上回るという試算もあり、もしこれが

実現すれば大変な利権にもなり得る。これに対して米農務省

高官は「輸入制限は科学的な知見に基づいて実施されるべ

きだ」との見解を強調して全頭検査の非科学性をけん制し、

国際諮問委員会もまた全頭検査の必要性を否定した(9,17)。

日本と世界の隔たりは大きく、米国産牛肉の輸入再開は、こ

の原稿を執筆している時点ではめどが立っていない。米国は

科学的に根拠がない30ヶ月以下の牛の検査を受入れること

はできないだろうから、危険部位の除去を徹底することで新

型ヤコブ病対策が十分であることを日本の国民に説明するこ

とが必要である。日本は、安全は危険部位の除去で確保され、

「検査で白」が必ずしも「ＢＳＥではない牛」を意味しないという

事実を国民に説明しなくてはならない。「安心」は消費者が行

政を信じるところから生れるが、動機がいくら正しくても科学的

に間違った説明を続ける限りその信用はいつか崩れる。科学

的な根拠がない「若牛を含む全頭検査」を消費者が本当に

望んでいるとは考えられず、慎重に十分な説明をすればＥＵ

並みの検査、すなわち30ヵ月以上の検査で納得するのでは

ないか。消費者もまた「ゼロリスクの夢」から覚めて、結局は消

費者自身が払うことになる費用とその効果について冷静に考

え、マスコミも科学的に正しい情報を伝えることに努力しない

と、BSEと新型ヤコブ病のリスクを混同して、ほとんどリスクがな

い新型ヤコブ病の恐怖でパニックを起こして過剰なリスク管理

を実施する愚を繰り返すことになるだろう。 
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